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  ―　介護サービスを実施する全国 9,102 事業所（ 北海道 454 事業所）における状況　―

　は全国の数値、 　は の数値（参考値）

（　）内は前年度数値

Ⅰ　雇用管理の状況

１　訪問介護員、介護職員の1年間（平成29年10月1日から平成30年9月30日まで）の採用率・離職率

･･･採用率18.7％（17.8％）、離職率15.4％（16.2％）　

（％）

1
年
未
満
の
者

1
年
以
上

3
年
未
満
の
者

3
年
以
上
の
者

1
年
未
満
の
者

1
年
以
上

3
年
未
満
の
者

3
年
以
上
の
者

18.7 15.4 3.3 38.0 26.2 35.8 19.9 17.5 2.4 38.6 26.5 34.9

17.0 14.6 2.3 32.3 27.8 39.9 16.8 16.9 -0.2 31.5 28.9 39.6

20.6 16.2 4.4 43.6 24.7 31.7 24.0 18.3 5.7 47.2 23.6 29.1

16.7 13.3 3.4 35.4 25.2 39.4 18.4 17.3 1.1 39.2 20.9 39.9

19.5 16.2 3.3 38.9 26.6 34.5 20.4 17.6 2.9 38.3 28.7 32.9

(注1)　2職種計の回答事業所数については、訪問介護員、介護職員の両者に回答があってもひとつの事業所数とカウントするので、 職種別の項目の合計と

一致しない。

(注2)　採用率、離職率等の計算式は、11ページの「1 調査で使用された主な用語の定義（4）」を参照。

２　従業員の過不足

（１）過不足の状況

･･･全体では不足感（大いに不足＋不足＋やや不足）が67.2％（66.6％）、「適当」が32.4％（33.0％）　
（％）
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（
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＋
③
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⑤
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感
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再
掲

）

（
①
＋
②
＋
③

）

全体でみた場合 10.5 23.1 33.6 32.4 0.5 67.2 9.1 20.2 33.6 37.0      - 62.9

訪問介護員 27.0 29.6 25.5 17.5 0.4 82.1 23.8 22.5 26.5 27.2      - 72.8

サービス提供責任者 6.2 10.5 17.5 64.8 0.9 34.2 2.6 9.5 16.4 71.6      - 28.5

介護職員 14.2 23.0 32.0 29.6 1.3 69.2 14.4 22.8 35.4 27.0 0.4 72.6

看護職員 6.4 13.6 25.2 52.7 2.1 45.2 4.2 10.8 21.7 62.3 0.9 36.7

生活相談員 2.2 5.7 15.2 76.1 0.9 23.1 1.5 7.4 19.1 71.3 0.7 28.0

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 3.4 8.4 23.8 63.2 1.1 35.6 4.3 6.5 23.7 64.5 1.1 34.5

介護支援専門員 3.6 8.2 19.1 67.7 1.5 30.9 1.5 10.7 18.3 69.0 0.5 30.5

（注）PT･OT･ST等 : PT（理学療法士）、OT（作業療法士）、ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員、以下同じ。
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（公財）介護労働安定センター

北海道支部

■　事業所における介護労働実態調査結果　■

北海道

回
答
事
業
所
数

採
用
率

離
職
率

増
加
率

離職者の勤続年数

職種別
訪問介護員　 2,984 150

介護職員　 5,344 263

正規職員 6,284 331

非正規職員　 6,167 300

２
職
種
計

（訪問介護員　と　介護職員） 7,197 365

就
業
形

態
別

9,040 3,048 151

9,040 2,450 116

回
答
事
業
所
数

当
該
職
種
の
い
る

事
業
所
数

当
該
職
種
の
い
る

事
業
所
数

9,040 7,084 351

9,040 3,596 136

9,040 2,299 93

9,040 5,375 263

9,040 4,816 212

9,040 3,995 197

平成３０年度 介護労働実態調査結果 都道府県版
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（２）不足している理由（複数回答）･･･「採用が困難である」が89.1％（88.5％）
（％）

（注）「不足している」と回答した事業所＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」

（３）採用が困難である原因（複数回答）･･･「同業他社との人材獲得競争が厳しい」が56.2％

（％）

（注）「不足している理由」として、「採用が困難である」と回答した事業所数

（％） （％）

Ｅ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
受
け
入
れ

技
能
実
習
生

日
系
人

留
学
生

無
回
答

Ｅ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
受
け
入
れ

技
能
実
習
生

日
系
人

留
学
生

無
回
答

9,040 2.6 20.2 9.0 30.0 42.5 4.3 96.0 9,040 13.3 37.3 65.2 28.3 33.1 4.0 84.2

452 1.1 20.0 20.0      - 40.0 20.0 97.6 452 11.3 37.3 64.7 19.6 29.4 3.9 85.8

採
用
が
困
難
で
あ
る

離
職
率
が
高
い

　

（
定
着
率
が
低
い

）

事
業
拡
大
に
よ

っ
て
必

要
人
数
が
増
大
し
た

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

全体 4,759 89.1 18.9 10.8 2.1

「
不
足
し
て
い
る

」
と

回
答
し
た
事
業
所
数

北海道 221 86.0 18.1 14.0 4.1

受
け
入
れ
て
い
な
い

活
用
す
る
予
定
は
あ
る

受け入れ方法

そ
の
他

全体 4,241 56.2 54.9 46.1 5.8 17.4

「
採
用
が
困
難
で
あ
る

」
と
回

答
し
た
事
業
所
数

(

注

)

同
業
他
社
と
の
人
材
獲
得
競
争

が
厳
し
い

他
産
業
に
比
べ
て
、

労
働
条
件

等
が
良
く
な
い

景
気
が
良
い
た
め
、

介
護
業
界

へ
人
材
が
集
ま
ら
な
い

活
用
す
る
予
定
は
な
い

全体 全体

16.8

３　外国人労働者を受け入れていると回答した事業所の経緯・・・全体では「いる」が2.6％、「いない」が96.0％

(1)外国人労働者の受入れ状況 （２）外国人労働者を活用する予定

回
答
事
業
所
数

回
答
事
業
所
数

受
け
入
れ
て
い
る

受け入れ方法

北海道 190 58.4 51.1 27.9 5.3

北海道 北海道
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（％）

利
用
者
等
と
の
会
話
等
に
お
け
る
意
志
疎
通
に
支
障

が
あ
る

日
本
語
文
章
力
・
読
解
力
の
不
足
等
に
よ
り

、
介
護

記
録
の
作
成
に
支
障
が
あ
る

日
本
人
職
員
と
の
会
話
等
に
お
け
る
意
志
疎
通
に
支

障
が
あ
る

生
活

、
習
慣
等
の
違
い
に
よ
り

、
日
常
業
務
に
支
障

が
あ
る

受
け
入
れ
方
法
や
活
用
方
法
が
わ
か
ら
な
い

人
件
費
以
外
に
さ
ま
ざ
ま
な
コ
ス
ト
が
か
か
る

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

課
題
は
な
い

64.1 59.4 51.8 46.9 27.0 21.7 8.5 3.7 2.9

61.7 54.2 51.5 46.9 28.1 25.7 9.7 3.8 3.3

４　運営上の課題

　介護サービスを運営する上での問題点　(複数回答、最大３つまで)

･･･「良質な人材の確保が難しい」が56.3％（55.2％）
（％）

良
質
な
人
材
の
確
保
が
難
し
い

今
の
介
護
報
酬
で
は
人
材
確
保
・
定
着
の
た
め
に
十
分

な
賃
金
を
払
え
な
い

経
営
（

収
支
）

が
苦
し
く
、

労
働
条
件
や
労
働
環
境
の

改
善
を
し
た
く
て
も
出
来
な
い

指
定
介
護
サ
ー

ビ
ス
提
供
に
関
す
る
書
類
作
成
が
煩
雑

で
、

時
間
に
追
わ
れ
て
い
る

教
育
・
研
修
の
時
間
が
十
分
に
取
れ
な
い

新
規
利
用
者
の
確
保
が
難
し
い

介
護
従
事
者
の
介
護
業
務
に
関
す
る
知
識
や
技
術
が
不

足
し
て
い
る

介
護
従
事
者
の
介
護
業
務
に
臨
む
意
欲
や
姿
勢
に
問
題

が
あ
る

管
理
者
の
指
導
・
管
理
能
力
が
不
足
し
て
い
る

経
営
者
・
管
理
者
と
職
員
間
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

が
不
足
し
て
い
る

介
護
従
事
者
間
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
が
不
足
し
て

い
る

利
用
者
や
利
用
者
の
家
族
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
に
対
す
る

理
解
が
不
足
し
て
い
る

特
に
問
題
は
な
い

介
護
保
険
の
改
正
等
に
つ
い
て
の
的
確
な
情
報
や
説
明

が
得
ら
れ
な
い

雇
用
管
理
等
に
つ
い
て
の
情
報
や
指
導
が
不
足
し
て
い

る そ
の
他

56.3 48.0 32.0 30.7 25.1 23.6 10.1 8.8 7.5 5.5 4.4 4.2 3.1 2.4 3.4 1.6

53.3 50.2 31.0 26.8 27.7 22.3 11.1 6.9 8.0 6.6 4.0 4.2 3.8 2.7 2.9 0.9

5　介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応状況(複数回答) ・・・「一時金の支給」が62.2％（61.9％）
（％）

一
時
金
の
支
給

諸
手
当
の
導
入
・
引
き
上
げ

基
本
給
の
引
き
上
げ

昇
進
・
昇
格
要
件
の
明
確
化

教
育
研
修
の
充
実

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
登
用

そ
の
他

62.2 60.2 41.9 27.2 26.7 22.6 1.7

57.3 60.9 41.1 26.3 26.0 21.5 3.4

北海道 452

(３)外国人労働者を活用する上での課題（複数回答）

…「利用者等との会話等における意志疎通に支障がある」64．１％

回
答
事
業
所
数

回
答
事
業
所
数

全体 9,040

北海道 452

全体 9,040

回
答
事
業
所
数

全体 6,989

北海道 358
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６　賞与の有無・・・「定期的に賞与を支給している」が６９．６％

(正規職員） （％） (非正規職員） （％）

賞与制度あり 賞与制度なし 賞与制度あり 賞与制度なし

定
期
的
に
賞
与
を
支
給
し
て
い
る

制
度
は
あ
る
が

、
経
営
状
況
に
応
じ
て
支

払
わ
な
い
場
合
が
あ
る

制
度
は
な
い
が

、
経
営
状
況
に
応
じ
て
支

給
し
て
い
る

賞
与
制
度
も
な
く
支
給
し
て
い
な
い

定
期
的
に
賞
与
を
支
給
し
て
い
る

制
度
は
あ
る
が

、
経
営
状
況
に
応
じ
て
支

払
わ
な
い
場
合
が
あ
る

制
度
は
な
い
が

、
経
営
状
況
に
応
じ
て
支

給
し
て
い
る

賞
与
制
度
も
な
く
支
給
し
て
い
な
い

69.6 12.2 9.4 7.0 40.4 8.4 25.3 24.3

67.3 11.9 10.6 8.4 41.5 6.9 23.0 26.2

７　早期離職防止や定着促進のための方策（複数回答）

･･･「本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に取り組んでいる」が69.9％（67.5％）
（％）

本
人
の
希
望
に
応
じ
た
勤
務
体
制
に
す
る
等
の
労
働
条
件

の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
る

残
業
を
少
な
く
す
る
、

有
給
休
暇
を
取
り
や
す
く
す
る
等

の
労
働
条
件
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
る

職
場
内
の
仕
事
上
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
の
円
滑
化
を

図
っ

て
い
る
（

定
期
的
な
ミ
ー

テ
ィ

ン
グ
、

意
見
交
換

会
、

チ
ー

ム
ケ
ア
等
）

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換
の
機
会
を
設
け
て

い
る

能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し
、

賃
金
な
ど
の
処
遇
に
反
映

し
て
い
る

賃
金
水
準
を
向
上
さ
せ
て
い
る

悩
み
、

不
満
、

不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
て
い
る

(

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
含
む
）

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
い
て
配
置
し
て
い
る

業
務
改
善
や
効
率
化
等
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
作
り
に

力
を
入
れ
て
い
る

キ
ャ

リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
を
整
備
し
て
い
る

能
力
開
発
を
充
実
さ
せ
て
い
る

(

社
内
研
修
実
施
、

社
外

講
習
等
の
受
講
・
支
援
等
）

経
営
者
・
管
理
者
と
従
業
員
が
経
営
方
針
、

ケ
ア
方
針
を

共
有
す
る
機
会
を
設
け
て
い
る

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
て
い
る

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、

職
場
内
の
交
流
を
深
め
て
い
る

（

カ
ラ
オ
ケ
、

ボ
ー

リ
ン
グ
な
ど
の
同
好
会
、

親
睦
会
等

の
実
施
を
含
む
）

職
場
環
境
を
整
え
て
い
る
（

休
憩
室
、

談
話
室
、

出
社
時

に
座
れ
る
席
の
確
保
等
）

新
人
の
指
導
担
当
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

を
置
い
て
い
る

管
理
者
・
リ
ー

ダ
ー

層
の
部
下
育
成
や
動
機
付
け
能
力
向

上
に
向
け
た
教
育
研
修
に
力
を
い
れ
て
い
る

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
を
明
示
し
て
い
る

子
育
て
支
援
を
行
っ

て
い
る
（

子
供
預
か
り
所
を
設
け

る
。

保
育
費
用
支
援
等
）

介
護
ロ
ボ
ッ

ト
や
I
C
T
等
の
導
入
に
よ
る
働
き
や
す
い

職
場
作
り
に
力
を
入
れ
て
い
る

69.9 56.5 55.0 51.6 42.9 39.3 37.9 36.7 35.4 34.7 32.2 30.6 28.9 27.5 23.3 22.4 18.4 16.9 10.7 6.7

72.8 47.2 53.1 43.8 40.1 35.9 34.0 42.8 26.9 29.8 24.8 25.8 27.0 23.4 21.5 13.7 12.6 14.4 6.1 2.9

67.1 59.3 55.9 64.8 47.8 45.6 47.4 35.8 41.2 42.5 45.8 34.5 33.5 32.8 26.0 34.2 27.0 19.7 16.7 12.8

70.6 61.2 55.7 45.9 40.3 36.6 32.2 33.1 36.9 31.6 25.9 30.8 26.6 25.7 22.3 18.6 15.4 16.3 9.0 4.2

70.8 57.5 55.1 51.5 38.3 38.9 36.4 33.4 36.7 32.5 29.8 26.5 26.5 24.4 22.0 19.0 14.2 14.5 8.7 3.9

（注）「その他」、「特に方策はとっていない」は省略。　

８　人材育成の取組みのための方策　（複数回答）･･･「教育・研修計画を立てている」が60.5％（55.4％）

教
育
・
研
修
計
画
を
立
て
て
い
る

能
力
の
向
上
が
認
め
ら
れ
た
者
は
、

配
置
や
処
遇

に
反
映
し
て
い
る

採
用
時
の
教
育
・
研
修
を
充
実
さ
せ
て
い
る

自
治
体
や
、

業
界
団
体
が
主
催
す
る
教
育
・
研
修

に
は
積
極
的
に
参
加
さ
せ
る

職
員
に
後
輩
の
育
成
経
験
を
持
た
せ
て
い
る

教
育
・
研
修
の
責
任
者
（

兼
任
を
含
む
）

も
し
く

は
担
当
部
署
を
決
め
て
い
る

法
人
全
体
（

関
係
会
社
）

で
連
携
し
て
育
成
に
取

り
組
ん
で
い
る

地
域
の
同
業
他
社
と
協
力
、

ノ
ウ
ハ
ウ
を
共
有
し

て
育
成
に
取
り
組
ん
で
い
る

い
ず
れ
も
行
っ

て
い
な
い

そ
の
他

（％）

60.5 33.3 32.9 32.8 32.0 30.9 27.2 6.2 4.9 1.0

61.2 28.1 33.7 31.0 29.9 29.7 26.3 5.3 6.1 0.6

（注）「2職種累計」は、「正規職員」と「非正規職員」の実数を累積した。

回
答
事
業
所
数

回
答
事
業
所
数

全体 9,040 全体 7,747

北海道 452 北海道 378

施設系（入所型） 2,152

施設系（通所型） 2,405

北海道 332

回
答
事
業
所
数

全　体 6,398

訪問系 1,776

回
答
数

（
2
職
種
累
計

）

全体 12,351

北海道 623
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Ⅱ　労働者の個別状況(個別調査結果) 

9,040事業所で介護労働に従事する者81,643人の状況。（注）労働者：事業所管理者（施設長）を除く。

１　平均年齢･･･全体47.7歳（47.4歳）、訪問介護員54.3歳（54.0歳）、介護職員45.1歳（44.3歳）

（注）他の職種は省略。

２　保有資格　（複数回答）･･･介護福祉士40.3％（40.2％）、介護職員初任者研修29.6％（36.9％）

（％）
介
護
福
祉
士

介
護
職
員
初
任
者
研
修

（
注

）

看
護
師
・
准
看
護
師

介
護
支
援
専
門
員

（
ケ
ア
マ
ネ
ジ

ャ
ー

）

実
務
者
研
修

Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ
等

社
会
福
祉
士

管
理
栄
養
士
・
栄
養
士

認
定
介
護
福
祉
士

そ
の
他
の
資
格

無
資
格

40.3 29.6 15.3 8.7 4.5 3.7 1.7 1.7 0.5 6.6 7.2

43.9 29.0 13.2 8.6 5.6 2.9 1.7 1.5 0.3 5.7 6.7

３　所定内賃金（月給の者）

･･･平均賃金  労働者：231,553円（227,275円）、事業所管理者（施設長）：359,357円（356,679円）

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

平
均
賃
金

（
円
／
日

）

平
均
賃
金

（
円
／
時
間

）

平
均
賃
金

（
円
／
月

）

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

平
均
賃
金

（
円
／
日

）

平
均
賃
金

（
円
／
時
間

）

1,333 10,165 1,187 218,655   96      8,848 1,030   

169 11,904 1,286 191,120   10      9,831 1,046   

*20 7,897 1,179 214,633   1       9,100 1,060   

713 9,031 985 205,335   46      8,272 898      

163 11,707 1,511 272,617   11      10,921 1,282   

*16 9,566 1,226 254,722   2       8,175 1,142   

*27 9,070 1,042 245,243   2       7,000 917      

- - - 329,210 - - -

労働者
個別人数

（人）
平均年齢（歳）

全　体 81,643 47.7

介護職員 35,082 45.1

看護職員 9,441 50.1

訪問介護員 13,071 54.3

サービス提供責任者 2,327 48.9

北海道 3,867 47.1

労
働
者
個
別
人
数

全体 81,643

介護支援専門員 3,060 49.8

生活相談員または支援相談員 3,578 44.1

日給の者 時間給の者

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

平
均
賃
金

（
円
／
月

）

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

労
働
者
個
別

人
数

（
人

）

北海道 3,867

(注）介護職員初任者研修（介護職員基礎研修、ホームヘルパー1級・2級を含む）

月給の者 日給の者 時間給の者 月給の者

訪問介護員 2,642 206,312 8,403 195               305              

全　体 42,166 231,553 28,630 2,376            1,377           

介護職員 19,747 214,721 11,283 1,028            438              

サービス提供責任者 1,813 234,201 268 98                 26               

介護支援専門員 2,506 258,444 214 136               5                 

看護職員 4,851 276,272 3,351 214               155              

(注）他の職種は省略。
(注)「＊」印があるデータは、サンプル数（回答数）が少なく（30未満）参考値の位置付け。
(注)労働者：事業所管理者（施設長）を除く。

事業所管理者（施設長） 7,093 359,357 - 361 -

生活相談員または支援相談員 2,907 246,996 387 134               4                 
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４　賞与　 労働者：「賞与あり」が72.3％（70.1％）、平均額が579,770円（572,079円）

事業所管理者（施設長）：「賞与あり」が51.2％（49.3％）、平均額が711,426円（709,230円）

賞
与
あ
り
（

％
）

賞
与
な
し
（

％
）

無
回
答
（

％
）

72.3 11.2 16.6

74.1 10.6 15.3

57.4 16.8 25.8

68.4 15.0 16.5

51.2 23.9 24.9

54.8 21.9 23.3

Ⅲ　法人・事業所の概況

１　法人格（経営主体）･･･民間企業が56.4％（56.0％）　
（％）

民
間
企
業

社
会
福
祉
法
人

医
療
法
人

Ｎ
Ｐ
Ｏ

（
特
定
非
営
利
活
動
法
人

）

社
会
福
祉
協
議
会

社
団
法
人
・
財
団
法
人

協
同
組
合

(

農
協
・
生
協

)

地
方
自
治
体

（
市
区
町
村

、
広

域
連
合
を
含
む

）

そ
の
他

56.4 17.1 12.2 4.4 4.2 2.0 1.3 0.7 1.0

67.0 4.5 9.4 5.1 5.3 3.7 1.9 1.0 1.4

29.7 46.2 17.7 1.7 1.8 0.8 0.4 1.0 0.5

64.1 9.8 11.2 5.8 4.9 1.1 1.3 0.2 1.0

52.2 16.1 13.0 4.8 8.8 1.1 0.4 2.6 0.9

２　実施している介護サービスの種類（複数回答）

･･･訪問介護37.8％（38.2％）、居宅介護支援36.8％（39.4％）、通所介護26.5％（27.5％）

訪
問
介
護

居
宅
介
護
支
援

通
所
介
護

地
域
密
着
型
通
所
介
護

訪
問
看
護

短
期
入
所
生
活
介
護

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

介
護
老
人
福
祉
施
設

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

介
護
老
人
保
健
施
設

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン

短
期
入
所
療
養
介
護

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

3,441 3,346 2,409 1,612 1,278 1,079 987 835 625 437 374 351 349 348 336

37.8 36.8 26.5 17.7 14.0 11.9 10.8 9.2 6.9 4.8 4.1 3.9 3.8 3.8 3.7

184 136 92 75 65 45 73 42 30 34 22 20 18 19 24

40.5 30.0 20.3 16.5 14.3 9.9 16.1 9.3 6.6 7.5 4.8 4.4 4.0 4.2 5.3

（注１）介護給付サービスのうち、回答事業所数上位のみ掲載。

（注２）予防給付の全てのサービスは省略。

正規職員 40,399 29,944 598,379

非正規職員 3,491 2,005 339,921

労
働
者
個
別
人
数

賞与の有無
労
働
者
個
別
人
数

（

賞
与
あ
り
）

平
均
賞
与
（

円
）

全　体 45,539 32,908 579,770

北海道 361 198 706,820

回
答
事
業
所
数

北海道 2,376 1,626 538,366

事業所管理者（施設長） 7,093 3,635 711,426

施設系（通所型） 3,040

北海道 454

回
答
事
業
所
数

全　体 9,102

訪問系 3,527

施設系（入所型） 2,358

全体 9,102

北海道 454
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Ⅰ　回答労働者の基本属性

（％）

（注）ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等：ＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）、ＳＴ（言語聴覚士）等の機能訓練指導員

Ⅱ　労働者の状況

１　現在の仕事の満足度（満足＋やや満足）･･･「仕事の内容・やりがい」が52.8％（53.3％）

（％）

仕
事
の
内
容
・
や
り
が
い

職
場
の
人
間
関
係
、

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

職
場
の
環
境

雇
用
の
安
定
性

労
働
時
間
・
休
日
等
の
労
働
条
件

勤
務
体
制

福
利
厚
生

職
業
生
活
全
体

キ
ャ

リ
ア
ア
ッ

プ
の
機
会

人
事
評
価
・
処
遇
の
あ
り
方

賃
金

教
育
訓
練
・
能
力
開
発
の
あ
り
方

52.8 47.3 40.2 36.4 35.6 30.3 26.9 26.1 24.4 22.9 21.7 19.1

53.3 46.5 39.4 37.4 33.1 28.1 29.0 26.1 27.4 22.8 21.9 19.8

52.2 49.7 42.3 34.9 42.1 35.5 22.7 26.0 17.6 23.1 21.4 17.8

49.2 46.0 40.0 37.3 34.7 27.9 28.8 22.5 21.7 20.2 21.4 17.7

２　現在の仕事を選んだ理由（複数回答）･･･「働きがいのある仕事だと思ったから」が49.3％（50.1％）

働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
だ
と
思
っ

た
か

ら 資
格
・
技
能
が
活
か
せ
る
か
ら

人
や
社
会
の
役
に
立
ち
た
い
か
ら

今
後
も
ニ
ー

ズ
が
高
ま
る
仕
事
だ
か
ら

お
年
寄
り
が
好
き
だ
か
ら

介
護
の
知
識
や
技
能
が
身
に
つ
く
か
ら

自
分
や
家
族
の
都
合
の
よ
い
時
間

（

日
）

に
働
け
る
か
ら

身
近
な
人
の
介
護
の
経
験
か
ら

生
き
が
い
・
社
会
参
加
の
た
め

他
に
よ
い
仕
事
が
な
い
た
め

給
与
等
の
収
入
が
多
い
か
ら

特
に
理
由
は
な
い

そ
の
他

49.3 35.5 29.5 28.9 22.7 20.8 18.3 15.2 12.7 9.4 4.8 4.0 5.3

50.6 35.3 29.8 31.3 22.6 18.5 9.9 13.8 11.2 9.8 4.9 4.5 5.7

47.3 35.6 28.4 24.4 23.1 25.9 37.4 18.1 15.7 8.6 4.7 2.6 4.6

41.2 36.9 25.6 29.5 24.7 19.8 17.3 14.2 10.9 12.9 5.4 4.6 5.2

女

全　体 22,183 20.6 72.0 45.9

■　介護労働者の就業実態と就業意識調査　■

 

回答数
性別 平均年齢

（歳）男

訪問介護員 2,968 12.9 79.3 49.8

サービス提供責任者 2,111 16.1 75.5 47.7

看護職員 2,979 7.9 84.3 46.8

介護職員 9,171 23.3 70.0 43.8

生活相談員 1,516 35.4 57.8 42.7

介護支援専門員 2,480 20.0 70.8 50.7

北海道 1,086 23.0 70.6 44.4

回
答
数

PT・OT・ST等 513 53.2 43.3 36.3

その他 445 36.2 54.8 46.7

北海道 1,086

回
答
数

全  体 22,183

全  体 22,183

正規職員 14,941

非正規職員 6,135

正規職員 14,941

非正規職員 6,135

北海道 1,086
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3　現在の法人に就職した理由（複数回答）･･･「通勤が便利だから」が37.3％（37.6％）、

「資格・技能が活かせるから」が36.9％（36.8％）、「やりたい職種・仕事内容だから」35.4％（36.3％）   

（％）
通
勤
が
便
利
だ
か
ら

資
格
・
技
能
が
活
か
せ
る
か

ら や
り
た
い
職
種
・
仕
事
内
容

だ
か
ら

働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
だ
と

思
っ

た
か
ら

労
働
日
、

労
働
時
間
が
希
望

と
あ
っ

て
い
る
か
ら

人
や
社
会
の
役
に
立
ち
た
い

か
ら

賃
金
等
の
水
準
が
適
当
だ
か

ら 理
由
は
特
に
な
い

法
人
の
方
針
や
理
念
に
共
感

し
た
か
ら

経
営
が
健
全
で
将
来
的
に
安

定
し
て
い
る
か
ら

福
利
厚
生
が
充
実
し
て
い
る

か
ら

子
育
て
支
援
が
充
実
し
て
い

る
か
ら

教
育
研
修
等
が
充
実
し
て
い

る
か
ら

そ
の
他

37.3 36.9 35.4 35.1 24.7 22.2 9.6 7.7 6.9 5.7 5.6 3.8 2.2 6.5

34.6 36.2 36.1 35.4 17.8 21.8 9.7 8.8 7.6 6.1 6.3 3.4 2.3 7.1

43.4 38.4 33.8 34.5 41.3 22.5 9.7 5.2 5.3 5.0 4.1 5.0 1.9 5.4

31.7 37.3 33.6 30.3 23.8 19.7 12.4 9.9 5.1 6.4 6.6 2.9 0.9 6.7

４　勤務先に関する希望･･･「今の勤務先で働き続けたい」が57.3％（56.9％）

（％）
今
の
勤
務
先
で
働
き
続
け
た
い

介
護
関
係
の
別
の
勤
務
先
で
働
き

た
い

介
護
以
外
の
福
祉
関
係
の
別
の
勤

務
先
で
働
き
た
い

医
療
関
係
の
別
の
勤
務
先
で
働
き

た
い

介
護
・
医
療
・
福
祉
関
係
以
外
の

別
の
勤
務
先
で
働
き
た
い

わ
か
ら
な
い

働
き
た
く
な
い

57.3 7.3 2.0 2.2 4.2 23.0 2.4

55.3 7.9 2.2 2.4 4.6 23.8 2.5

61.4 6.2 1.5 1.9 3.4 21.9 2.0

51.7 10.4 1.9 2.4 4.6 23.7 3.9

５　働く上での悩み、不安、不満等について

労働条件等の悩み、不安、不満等（複数回答）･･･「人手が足りない」が54.2％（53.0％）

（％）
人
手
が
足
り
な
い

仕
事
内
容
の
わ
り
に
賃
金
が
低
い

有
給
休
暇
が
取
り
に
く
い

身
体
的
負
担
が
大
き
い
（

腰
痛
や
体
力
に
不
安

が
あ
る
）

精
神
的
に
き
つ
い

業
務
に
対
す
る
社
会
的
評
価
が
低
い

休
憩
が
取
り
に
く
い

夜
間
や
深
夜
時
間
帯
に
何
か
起
き
る
の
で
は
な

い
か
と
不
安
が
あ
る

健
康
面
（

感
染
症
、

怪
我
）

の
不
安
が
あ
る

労
働
時
間
が
不
規
則
で
あ
る

労
働
条
件
・
仕
事
の
負
担
に
つ
い
て
特
に
悩

み
、

不
安
、

不
満
等
は
感
じ
て
い
な
い

福
祉
機
器
の
不
足
、

機
器
操
作
の
不
慣
れ
、

施

設
の
構
造
に
不
安
が
あ
る

労
働
時
間
が
長
い

雇
用
が
不
安
定
で
あ
る

職
務
と
し
て
行
う
医
的
な
行
為
に
不
安
が
あ
る

不
払
い
残
業
が
あ
る
・
多
い

仕
事
中
の
怪
我
な
ど
へ
の
補
償
が
な
い

正
規
職
員
に
な
れ
な
い

そ
の
他

54.2 39.1 31.5 30.2 26.3 24.9 23.2 16.5 12.0 11.2 10.1 9.8 9.2 7.1 6.2 5.9 4.6 2.5 3.5

45.4 32.7 26.0 24.3 25.6 23.5 19.0 13.0 10.4 10.8 12.5 3.8 8.2 6.7 4.8 4.5 3.9 2.1 3.8

71.9 51.4 42.2 44.2 33.6 31.8 27.6 36.4 16.2 19.1 3.9 19.4 11.2 7.6 11.0 7.1 6.1 2.2 3.3

54.8 39.7 32.3 28.7 22.4 22.7 26.4 7.6 11.0 6.4 10.9 11.5 9.6 7.3 5.0 7.0 4.5 3.3 3.3

53.5 41.4 30.4 30.2 28.1 26.2 24.6 18.9 9.1 13.0 10.0 9.0 10.0 7.3 6.5 6.9 4.5 3.5 4.2

回
答
数

全　体 22,183

正規職員 14,941

全  体 22,183

正規職員 14,941

非正規職員 6,135

非正規職員 6,135

北海道 1,086

回
答
数

訪問系 9,531

施設系（入所型） 4,743

施設系（通所型） 6,883

北海道 1,086

回
答
数

全　体 22,183

北海道 1,086
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６　前職の有無、前職の仕事内容　

･･･「介護関係の仕事」が32.0％（32.9％）、「介護・福祉・医療関係以外の仕事」が61.9％（60.4％）

（％）

回
答
数

前
職
な
し

前
職
あ
り

回
答
労
働
者
数

（
前
職
あ
り

）

介
護
関
係
の
仕
事

介
護
以
外
の
福
祉
関
係
の
仕
事

医
療
関
係
の
仕
事

介
護
・
福
祉
・
医
療
関
係
以
外
の
仕
事

正
規
職
員

非
正
規
職
員

３
～

４
か
月
以
下

半
年
程
度

1
年
程
度

2
年
程
度

3
年
程
度

4
年
程
度

5
年
以
上

（
再
掲

）
１
年
未
満

22,183 14.8 77.6 17,217 32.0 7.1 20.2 61.9 69.5 24.3 1.4 2.3 7.5 11.3 14.4 9.4 50.8 11.2

14,941 17.7 75.1 11,226 34.2 7.4 20.0 61.9 73.1 21.1 1.5 2.5 8.2 11.9 14.9 9.3 48.6 12.2

6,135 8.8 83.4 5,117 27.6 6.5 20.5 62.6 62.7 30.9 1.2 1.9 6.3 9.8 13.3 9.8 54.6 9.4

1,086 15 78.5 852 34.6 6 20.8 60.4 68 26.3 1.4 2.3 9.4 11.5 15.7 8.6 48.4 13.1

７　介護関係の仕事をやめた理由（複数回答）　

･･･「職場の人間関係に問題があったため」が22.7％（20.0％）

（％）
職
場
の
人
間
関
係
に
問
題
が
あ
っ

た
た
め

結
婚
・
出
産
・
妊
娠
・
育
児
の
た
め

他
に
良
い
仕
事
・
職
場
が
あ
っ

た
た
め

法
人
や
施
設
・
事
業
所
の
理
念
や
運
営
の

あ
り
方
に
不
満
が
あ
っ

た
た
め

収
入
が
少
な
か
っ

た
た
め

自
分
の
将
来
の
見
込
み
が
立
た
な
か
っ

た

た
め

新
し
い
資
格
を
取
っ

た
か
ら

人
員
整
理
・
勧
奨
退
職
・
法
人
解
散
・
事

業
不
振
等
の
た
め

自
分
に
向
か
な
い
仕
事
だ
っ

た
た
め

家
族
の
介
護
・
看
護
の
た
め

病
気
・
高
齢
の
た
め

家
族
の
転
職
・
転
勤
、

又
は
事
業
所
の
移

転
の
た
め

定
年
・
雇
用
契
約
の
満
了
の
た
め

そ
の
他

22.7 20.3 17.6 16.5 16.4 16.3 11.0 7.1 5.8 4.6 4.2 4.0 3.2 11.4

23.9 15.4 19.5 18.6 19.3 18.8 12.7 7.4 6.2 3.5 3.6 3.6 2.3 12.0

19.8 33.6 12.6 12.1 9.6 10.0 6.9 6.7 4.7 7.2 5.4 5.0 4.7 10.6

28.1 17.3 22.4 19.0 18.6 23.7 10.2 7.8 7.1 4.1 2.7 5.4 1.7 10.5

前職の仕事の勤続年数

全　体

正規職員

非正規職員

北海道

回
答
数

前職の有無 前職の仕事内容
前職の仕事
の就業形態

北海道 295

全　体 5,507

正規職員 3,839

非正規職員 1,412
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Ⅰ　調査の概要

１　調査対象

（１）　「事業所における介護労働実態調査」は、全国の介護保険サービス事業を実施する事業所のうちから

無作為抽出（18,000事業所）してアンケート調査を実施した。

うち有効調査事業所数17,630事業所で有効回答のあったのは9,102事業所であった。

　(有効回答率51.6％）

（２）　「介護労働者の就業実態と就業意識調査」は、上記の事業所の中から一事業所あたり介護にかかわる

労働者3名を上限に、無作為に選出した54,000人に対し調査票を配布して、アンケート調査を実施した。

うち有効対象労働者数52,890人で有効回答のあったのは22,183人であった。　　（有効回答率41.9％）

２　調査対象期日

原則として平成30年10月1日現在とした。

３　調査実施期間

平成30年10月1日～10月31日

「事業所における介護労働実態調査」と「介護労働者の就業実態と就業意識調査」を同時に実施した。

　　

４　調査の方法

・「事業所調査」：上記１（１）の事業所に対し、調査票を郵送にて配付し、郵送にて回収した。

・「労働者調査」：上記事業所に労働者調査票3通を同送し、介護サービスの種類により指定した

職種の者3名を選んでもらい、調査への協力を依頼した。なお、1事業所の割り当てが3名のみなので、

主たる職種を指定しており、就業形態が偏る場合は、就業形態の指定をしている。

回収については、回答者から直接、郵送にて回収した。

　

５　調査研究体制

【介護労働実働調査検討委員会】

座長 佐藤　博樹 中央大学大学院　戦略経営研究科　教授

大木　栄一 玉川大学　経営学部　国際経営学科　教授

坂爪　洋美 法政大学　キャリアデザイン学部　教授

松下　洋三 一般社団法人　全国介護事業者協議会　理事

菅野　雅子 フォスターリンク株式会社　組織人材開発コンサルタント

久志　実 公益財団法人　介護労働安定センター　理事長

【介護労働実働調査諮問委員会】

野田 和彦 一般社団法人　全国介護事業者協議会　理事

西岡　修 公益社団法人　全国老人福祉施設協議会

介護人材対策委員会　委員長

三根　浩一郎 公益社団法人　全国老人保健施設協会　副会長

遠藤　健 一般社団法人　全国介護付きホーム協会　代表理事

小林　由憲　　　 一般社団法人　日本在宅介護協会　理事

田中　雅子 公益社団法人　日本介護福祉士会　元名誉会長
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Ⅱ　本調査における用語の定義等

１　調査で使用された主な用語の定義
（１）　就業形態について

①「正規職員」とは、本調査では雇用している労働者で雇用期間の定めのない者をいう。

②「非正規職員」とは、本調査では正規職員以外の労働者(契約職員、嘱託職員、パートタイム

　　労働者等）をいう。

（２）　職種について

訪問介護員とは、介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭を訪問して家事などの

生活援助、入浴などの身体介護を行う者をいう。

介護職員とは、訪問介護以外の介護保険法の指定介護事業所で働き、直接介護を行う者をいう。

（３）　介護保険サービス系型区分について

本調査では、主な介護サービスの種類を下記の介護保険サービス系型に区分した。

・訪問系　　　・施設系（入所型）　　　・施設系（通所型）　　　　・その他

※詳細については、各報告書の「主な用語の定義」を参照されたい。

（４）　採用率、離職率は下記の式による。

採用率＝平成30年度（注1）の採用者数÷平成29年9月30日の在籍者数(注2)×100

離職率＝平成30年度の離職者数÷平成29年9月30日の在籍者数×100

増加率＝平成30年度の（採用者数－離職者数）÷平成29年9月30日の在籍者数×100

（注１） 平成30年度とは、平成29年10月1日から平成30年9月30日までをいう。

（注２） 平成29年9月30日の在籍者数は、採用者数・離職者数について回答のあった事業所に

おける平成30年9月30日の職種別在籍者数(注3)－採用者数＋離職者数である。

（注３） 平成30年9月30日の職種別在籍者数は、採用者数・離職者数について回答のあった

事業所における平成30年10月1日の職種別在籍者数を用いている。

（５）　その他の用語の定義については、各報告書の「主な用語の定義」を参照されたい。

２　その他

回答事業所数9,102は「訪問リハビリテーション」「居宅療養管理指導」「福祉用具貸与」

「特定福祉用具の販売」を含んだ数であり、9,040はそれらを除いた数である。

《（公財）介護労働安定センターの概要》
公益財団法人介護労働安定センターは、介護労働の総合的支援機関として平成４年４月に設立され、同年７月に労働大
臣（現厚生労働大臣）から「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」にもとづく指定法人として指定された公益法
人です。
　当センターでは、介護労働者の福祉の増進と魅力ある職場づくりをめざして、雇用管理の改善、能力の開発・向上などを
通じて介護労働に対するさまざまな支援事業を実施しています。
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